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１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。

      2 職員数は、26年4月1日現在の人数です。

      3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含みません。

(3) ラスパイレス指数の状況

（注） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

給  料

千円 千円

160,325,17522,259 38,763,558

千円

31.933.33,696,659

千円

218,852,647

％

別紙1

区 分

三重県の給与・定員管理等について

人 件 費 率

25年度の人件費率

実 質 収 支 （参考）歳 出 額

Ｂ／Ａ

住民基本台帳人口

（平成27年1月1日）

101,209,284

計 Ｂ 職員手当

Ｂ

人 件 費

％

一人当たり

26年度 千円

Ａ

人

657,457,6731,860,113

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

期末・勤勉手当 給与費 B/A

      千円千円

区 分 給 与 費職員数

千円 

20,352,333

千円26年度

7,1237,203

（主な理由）昇給日が異なる（国1月1日、県4月1日）ことに加え、H18給与構造改革による現給保障の経過措置中であること、
高齢層職員（55歳を超える職員）の昇給抑制について、国とは異なり昇給時号給の縮減措置を行っているため。
（改善の見込み）現給保障の経過措置を段階的に廃止することや、高齢層職員の昇給について、平成28年4月1日から国と同様に
標準の成績では昇給しないようにします。

２ 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いと
の値です。

※ 平成27年4月1日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している
場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

(H24.4.1) 

98.2 

(H24.4.1) 

99.3 

(H25.4.1) 

100.9 (H25.4.1) 

99.3 

(H26.4.1) 

101.8 (H26.4.1) 

99.9 (H27.4.1) 

99.7 

90
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110

三重県 都道府県平均 

(H27.4.1) 
100.9 
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(4) 給与改定の状況
①月例給

（参考）

A B
円 円 円 ％ ％ ％

②特別給（期末・勤勉手当）
（参考）

A 支給月数 B
月 月 月 月 月 月

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

実施内容

②地域手当の見直し

（実施時期） 平成27年4月1日より実施します。

③ その他の見直し内容

平成31年4月1日から平成32年3月31日まで

平成32年4月1日から平成33年3月31日まで

平成33年4月1日から平成34年3月31日まで 

差額の100分の75を支給

差額の100分の50を支給

差額の100分の25を支給

（支給割合）国基準である鈴鹿市１２％、四日市市１０％、津市・桑名市・亀山市６％、名張市・伊賀市・木曽岬町・東員
町・菰野町・朝日町３％に対し、県内一律４．５％を支給します。

0.08

公務員の 較 差

3％・1％

4%

15％・13％・11％

27年度

（注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当
及び勤勉手当の年間支給月数です。

人事委員会の勧告

(1.46%)

年間支給月数
（改定月数）

27年度

給与改定率勧 告
（改定率）

区 分
A-B

公務員給与

5,664

4.104.18

A-B

較 差民間給与

4.200.10

支給月数
民間の支給
割合

勧 告

（注）

区 分

「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与
月額です。

（給料表の改定実施時期）平成27年4月1日
（内容）

一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均2.7％引下げ、高齢層については、最大4.7％引下げまし
た。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。
新給料表への円滑な移行のための経過措置として、新たに受ける給料月額が平成27年3月31日に受けていた給料月額に満

たない場合、その差額を平成31年3月31日まで支給します。
また、平成31年4月1日から平成34年3月31日までの間、激変緩和措置として、差額を次の割合で支給することとし、平成

34年3月31日限りで廃止します。

388,383394,047

人事委員会の勧告

0.36

国の改定率

1.451.45

国の年間

4.20

級地区分の新設（現行６区分）を行うとともに、支給割合を級地区分ごとに段階的に引き上げることとし、平成27年4月1
日時点の三重県内支給割合は４％、給与改定後は、平成27年4月1日に遡及し４．５％を支給します。
（参考）

１級地（東京都特別区）

２級地（大阪市等）

3％・0％

4%

５級地（京都市等）

三重県内

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り
組むとされています。

15.5％・15％

15％・14％・13％

12％・10.5％・10％

10％・9％・7%

見直し後の支給割合
（H28.4.1）

20%

16%

12％・10％・8％

10％・6％・3% 10％・7％・5%

6％・4％・2％

3%

4.5%

6％・5％・4％

3％・2％

4.5%

6%

平成27年4月1日に、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施しました。

７級地（札幌市等）

級地 H26年度の支給割合
H27年度の支給割合

4月1日時点 遡及改定後

12％・10％・6％

6％・3％・0％

18%

15％・12％

12%

18.5%

15%

18%

15％・13％

６級地（仙台市等）

10%

15％・12％・10％３級地（名古屋市等）

４級地（神戸市等）
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（27年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

三重県 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

三重県

歳 円

歳 円

歳 円

三重県

円 円

円 円

円 円

1

2

3

③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

民間

用務員

51.6

対応する民間
の類似職種

-

386,250

A／B

－－

参考

平均年齢

年収ベース（試算値）の比較

1.77

平均給与月額

平均年齢

－

389,397

平均給料月額

41.9

2,774,400

43.3

平均年齢

6,217,012

3,281,400

3,522,100

366,907

379,611

373,438

1.92

1.66

450,922

363,809

16 350,244

419,798

422,193

381,390

386,817 369,616

国

平均年齢

三重県 345,765

（国比較ベース）

平均給与月額
平均給与月額

442,399

公務員

43.3

43.5

区分 平均給料月額

376,358

384,159

400,527

区分

うち用務員

44.8

45.0

6,190,187

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの
ではありません。

平均給料月額

うち用務員

うち自動車運転手

都道府県平均

43.6

都道府県平均

区分

三重県

三重県

区分

うち自動車運転手

平均給与月額

6,484,625 1.98

区分

54.6

C／D

260

－

自家用乗用自動車運転者

参考

民間
（D）

－

58.5

54.7

53.8

385,372

－

平均給料月額

348,931

50.2

49.9

職員数
平均給与月額

（国比較ベース）

47

－

平均給与月額（A）

374,044419,584333,258

377,225

408,996334,283

都道府県平均

うち用務員

区分

うち自動車運転手

平均給与月額
（B)

平均年齢

54.4 415,224

330,741

342

328,318

22

350,485

200,300

443,257

2.23

公務員
（C）

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員にお
いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

250,700

うち学校給食員

うち学校給食員

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成24～26年の3ヶ年平均）

都道府県平均

調理士 1.48

43.5

351,105

国 2,994 289,141

261,100

-

うち学校給食員
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⑤警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注） 1 「平均給料月額」とは、27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
2

(2) 職員の初任給の状況（27年4月1日現在）

円 円

円 円

円

円

円

円 円

円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（27年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

－

146,500

－

174,200180,800

443,340

227,160

国

平均給料月額
平均給与月額

458,794

平均給与月額

170,700

－

366,870

163,800

146,500

202,300

142,100

現業職

高 校 卒

266,151

305,642

348,414

424,707

297,300

308,893

経験年数10年

285,158

（国ベース）

-

該当者なし

小・中学校教育職

大 学 卒

高 校 卒

警 察 職

大 学 卒

253,706

区 分

高 校 卒

大 学 卒

201,900

現業職

199,500

大 学 卒

警 察 職

高 校 卒

小・中学校教育職 大 学 卒

三 重 県

201,900

区分

国

一般行政職

高等学校教育職

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて
の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除い
たもの）で算出しています。

369,393

361,644321,180

321,121

317,16541.2

高 校 卒

38.6

区 分

三重県

都道府県平均

37.9

平均年齢

経験年数30年

大 学 卒

415,007

416,239

415,612

391,697

366,139

439,349

378,952

 経験年数25年

363,624

428,724393,592

422,319

391,296

304,869

経験年数20年

364,577

396,829

400,867389,047

高 校 卒

一般行政職

大 学 卒

343,713

高等学校教育職

大 学 卒
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（27年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）1 三重県職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況（平成27年4月1日実施状況）

ア 管理職員

イ 一般職員

（注） 昇給号給数の（ ）内は、55歳以上の職員に係る号給数です。

301,900

347,700

378,700

390,700

187,700

803
％

23.4
人

456,100

6.0

223,900

258,300

285,000

315,800

％

％

16.6

23.9

407,900

442,600

466,300

525,200

557,200

360,100

405,800

16.8% 81.7%人員分布率

4号給
（2号給）

上位

昇給号給数

49.9%

5号給以上
（3号給以上）

区分

人

4号給以上
（3号給以上）

734
人

人
副部長、次長

47

昇給号給数

９ 級

上位

部長

下位

人

標準

3号給
（2号給）

4

％

2号給以下
（1号給以下）

部長、局長

次長、課長

1,134

147
人

班長、主幹

区分

18

10.4

人
288

％

構成比

主事、技師

最高号給の
給料月額

137,600

１号給の給料
月額

244,900

％

２ 級

３ 級

50.1%

標準

標準的な職務内容

主事、技師
501

％

区 分

１ 級

６ 級 課長、班長

職員数

人
主幹、主査

人

人

3号給以下
（1号給以下）

15.2

3.0

４ 級

主査、主任

0.4
％

％
1.0

1,156

７ 級

５ 級

％

下位

0.0%

519,4000.1
１０ 級

人員分布率

1.5%

８ 級

１級 

6 0% 

１級 

5 8% 

１級 

4.6% 

２級 

10.4% 
２級 

10 1% 
２級 

7.8% 

３級 

16.6% 

３級 

17.4% 
３級 

23.2% 

４級 

23.9% 

４級 

25.7% 

４級 

29.4% 

５級 

23.4% 

５級 

22.1% 

５級 

16.9% 

６級 

15.2% 

６級 

14.9% 

６級 

14.1% 

７級 

3.0% 
７級 

2.7% 

７級 

2.7% 

８級 

1.0% 

８級 

0.9% 
８級 

0.8% 
９級 

0.4% 

９級 

0.4% 
９級 

0.5% 

１０級 

0.1% 

１０級 

0.0% 

１０級 

0.0% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成２７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

・ 管理職加算  15～25％ ・ 管理職加算  10～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参 考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

管理職員については、職務行動等の勤務成績評価を行い、勤勉手当の成績率に反映しています。

平成27年6月支給の勤勉手当の実績は次のとおりです。

 平成27年6月

特定管理職員【部長級及び次長級（管理職手当の職の区分が一種～四種）の職員）

特定管理職員以外の管理職員

(2) 退職手当（27年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2%～45%加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（27年4月1日現在）

千円

円

 

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

％ ％

（注）１ 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率で
す。

２ 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するた
め、

地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出

自己都合

4,246,826

191,161

49.59

支給実績（26年度決算）

定年前早期退職特例措置

応募認定・定年

49.59

49.59

23,899

2.60

区分

1.50

122.0/100～107.0/100

20.445

86.0/100～81.0/100

0.0%

区分

102.0/100～87.0/100

標準

72.0/100 66.0/100～61.0/100成績率

72.6%

3.0～10.0

－

一級地（東京都特別区）

二級地（大阪市等）

－

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

標準

24

人員分布率

支給対象職員数

1,570

27.4%

上位

（0.70）

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算）

県

下位上位

20.2%

2.60

（1.45）

下位

1.50

－

定年前早期退職特例措置

41.325

49.59

25.55625

92.0/100

0.0%

34.582534.5825

15.0 15.0

1人当たり平均支給額（26年度）

（1.45）

成績率

18.0

79.8%

13.0

49.59

13.0

22,139

県 国

四～六級地（県内、その他県外）

人員分布率

国の制度（支給率）

3.0～10.0

3

平均支給率

医師 42

13.0・15.0 13.0・15.0

20.445

18.0

29.145

41.325

29.145

25.55625

49.59

6,709

三級地（名古屋市等）

支給対象地域 支給率

国

（支給率） 自己都合       応募認定・定年

（0.70）

100.4
(100.9)

8
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 (4) 特殊勤務手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

職員1人当たり平均支給年額（26年度決算）

237

512

主な支給対象業務

33

支給実績（26年度決算）

支給実績（25年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

4,438,205

532

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

手当の名称、主な支給対象職員及びその業務、支給単価については、三重県のホームページをご覧ください。

手当の名称

22.5職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度）

手当の種類（手当数）

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算）

1,184,301

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

4,264,589

支給実績（26年度決算）
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(6) その他の手当（27年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

同じ 147,153

・行政職給料表
最高 月額 139,300円
（国と異なる区分あ

り）

内容及び支給単価手 当 名
国の制度
との異同

1,377,314

〔借家〕
月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員に
支給

異なる

同じ

支給職員１人当たり平均
支給年額（26年度決算）

2,426,378

国の制度と異なる内容
支給実績

（26年度決算）

〔交通機関利用者〕
最高 月額55,000円

〔交通用具使用者〕
距離に応じて月額2,000円
～24,500円
（駐車場利用料金の支給
なし）

2,456,927

1,440,109

15,997

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

通勤手当

異なる管理職手当

生活の不便な地に所在する公署
に勤務する職員に給料及び扶養
手当の4/100～25/100を支給

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて3,000円～12,000円

特地勤務手当

管理職員特別勤務手当

異なる

同じ

同じ

公署を異にする異動等に伴い転
居し、やむを得ず配偶者等と別
居して単身で生活することに
なった職員に支給
・月額26,000円＋加算額（配偶
者等の住居との距離に応じて
6,000円～48,000円）

扶養手当

単身赴任手当

住居手当

医師又は歯科医師の資格を有
し、採用による欠員補充が困難
な職に採用された職員に一定期
間支給
・最高 月額 366,700円

同じ

扶養親族のある職員に支給

・配偶者 月額 13,000円
・配偶者以外の扶養親族
 月額6,500円
 そのうち1人について、配偶者
がいない場合は月額 11,000円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円

初任給調整手当

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

115,043

3,229

711,165

237,927

113,903

3,872,447

115,003

301,950

39,695

189,941
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千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

へき地手当 ―

小学校、中学校、高等学校及び
特別支援学校に勤務する教育職
員に支給
・最高 月額 8,000円

宿日直手当

農林漁業普及
指導手当

産業教育手当

へき地学校等に勤務する職員に
給料及び扶養手当の4/100～
25/100を支給

定時制又は通信制の課程を置く
高等学校の教育職員に給料の
10/100（管理職手当を受ける者
にあっては8/100以内）を支給

定時制通信教育手当

午後10時から翌日の午前5時まで
の間において正規の勤務時間と
して勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×25/100
×勤務時間数

宿日直勤務を命じられた職員に
支給
・一般の宿日直

勤務1回につき4,200円
（5時間未満 2,100円）

・医師又は歯科医師の宿日直
勤務１回につき20,000円
（5時間未満 10,000円）

・常直 月額 21,000円
（勤務日数半月以下 10,500

円）

農林漁業の普及指導に従事する
職員に給料の8/100を支給

義務教育等
教員特別手当

農業、水産又は工業に関する課
程を置く高等学校の教育職員
で、実習を伴う農業、水産又は
工業に関する科目を主として担
任する職員に給料の6/100～
10/100を支給

休日勤務手当

同じ

―

―

―

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

―

同じ

200,028

58,018

同じ

夜間勤務手当

353,881

205,680

115,349

29,726

503,094

111,721

200,592

141,513

256,717

439,846

430,168

63,406951,603

619,685
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５ 特別職の報酬等の状況（27年4月1日現在）

月分

月分

（算定方式）

６ 職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由
(各年４月１日現在）

（注）1 職員数は常勤の一般職に属する職員数です。

2 [ ]内は、条例定数の合計です。

○業務の見直し・効率化等による減

○地方創生や人口減少への対応、地域防災力の
強化、スポーツ推進等による増

△ 1

6

0

2

△ 2

3

△ 10

222

1,048

△ 2

576

△ 42

[△140］

4

△ 104

282

教育部門

小 計

4,500

239

14,360

22,194

3,400

14,263

4,502

[24,361］

71

970

493

3,429

13391

22,260

511

[24,501］

0

商 工

△ 97

合 計

473

840

241

普

通

会

計

部

門
計

968

区
分

税 務

3939

一
般
行
政
部
門

101万円×在職月数×39/100

対前年
増減数平成27年

（注） 知事については、平成23年7月1日から現知事の在任中、給料月額の30／100、期末手当の50／100を減額しています。
       （ ）内は、平成27年4月1日時点の給料月額減額後の額です。

平成26年

1,890.7万円副 知 事

100

282

0

8

公会
営計
企部
業門
等

小 計 △ 38

22,667

電気ほか

水道

警察部門

衛 生

議 会

民 生

総 務

病院

知 事

（27年度支給割合）

128万円×在職月数×59/100

退
職
手
当

副 議 長

議 員

830,000 円

（27年度支給割合）

知 事

副 知 事

議 長

（１期の手当額）

（任期毎）3,625.0万円

（支給時期）

4.05

22,771

（参考：人口10万人あたり職員数 1,193人）

（任期毎）

○水力発電事業の民間譲渡等による減

主な増減理由

4.05

職 員 数

○児童生徒数の減少に伴う学級減等による減

71

△ 66

29 ○政令定数の充足等による増

（参考：人口10万人あたり職員数 242人）

96

（参考：人口10万人あたり職員数 1,219人）

期
末
手
当

議 員

知 事

議 長

○水道事業関係業務等による増

土 木

農林水産

労 働

846

584

給
料

( 896,000 円 )

区 分

副 知 事

900,000 円

1,020,000 円

副 議 長

1,280,000 円

1,010,000 円

報
酬

給 料 月 額 等

1,038

496

221
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(2) 年齢別職員構成の状況（27年4月1日現在）

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

1 各年における定員管理調査にて報告した部門別職員数です。

2 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数です。

22,254

14,263

22,771

3,429

△1,230
（△5.1％）

4,500 4,502

1,313

14,621

22,518

14,508

4,528

30
（0.9％）

△302
（△1.3％）

22,260 22,194

530 514 511

22,768 22,667

473
△928

（△66.2％）
公営企業等会

計計
1,401

22,991

普通会計計

3,399 3,406

消 防

23,897 23,831

22,461

4,497

32歳 36歳

23歳

24歳20歳

区 分

人

698

人

60歳

計

～

52歳 56歳28歳

31歳 39歳

～～～

35歳

～

1,890

27年26年

1,908 2,6952,3981,88264

～～

   年 度

部 門

20歳

人

47歳未満

～

55歳27歳

人

2,894

人 人

22,6671,998 2,846

人人 人人

3,181 213

94
（2.1％）

過去５年間の
増減率

人

△426
（△2.9％）

14,360

人

48歳

～

51歳43歳

～

40歳 44歳

以上59歳

教 育

総合計

3,400

22,496

4,4914,408

14,689

3,425 3,418

22年 24年 25年

一般行政

警 察

23年

14,339

人
職員数

（注）

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60
歳 歳
未 以
満 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 上

～～～～ ～～～～～～

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%
構成比 

５年前の構成比 
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７ 公営企業職員の状況

(1) 水道事業

  ① 職員給与費の状況

     決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、26年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（27年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

・ 管理職加算  15～25％ ・ 管理職加算  15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（27年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

計 Ｂ 

641,195

給与費 B/A

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

％

8.3 8.5

％

6,679

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 169

支給対象地域

4.0

6,709 23,899

49.59 49.59

県内市町 4.0 102

2,773 25,254

16,252

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

29.145 34.5825 34.582529.145

（0.70） （1.45） （0.70）

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（26年度）

1,551 1,570

2.60 1.50 1.50

373,439 583,783

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

－－

1人当たり平均支給額（26年度）

44.9

給  料 職員手当 期末・勤勉手当

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

基本給 平均月収額

千円 千円 千円

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

9,279,272 2,244,582 772,286

Ａ  

26年度 千円 千円 千円

Ｂ

（参考）

職員給与費比率 25年度の総費用に占

総費用 純損益又は実 職員給与費

質収支

総費用に占める区分

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（26年度決算）

385,579 102,597 153,019

千円

（1.45）

（注）

26年度
96

千円     

区 分 平 均 年 齢

三 重 県 42.7

2.60

事 業 者

団 体 平 均

7,024千円

20.445 25.55625

41.325

20.445

49.59

370,730 574,851

25.55625

定年前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額

41.325 49.59

49.59 49.59

定年前早期退職特例措置



13

エ 特殊勤務手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ その他の手当（27年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

左記職員に対する支給単価

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

支給実績（25年度決算） 41,271

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算） 503

支給実績（26年度決算） 42,203

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 502

1,706

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 17

現場作業手当

特殊現場作業手当
企業庁職員の特殊勤務手当

用地等交渉業務手当

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度） 45.8

手当の種類（手当数） 3

支給実績（26年度決算）

14,174 262,481

3,603

支給職員１人当たり平均
支給年額（26年度決算）

一般行政職の制度と異な
る内容

同じ

支給実績
（26年度決算）

64,339

172,814

管理職手当

内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

扶養親族のある職員に支給

・配偶者 月額 13,000円
・配偶者以外の扶養親族
 月額6,500円
 そのうち1人について、配偶者
がいない場合は月額 11,000円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

手 当 名

扶養手当

住居手当
月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

793,417

14,862

9,521

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

同じ

同じ

14,316休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

同じ 272

通勤手当

同じ

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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(2) 工業用水道事業

  ① 職員給与費の状況

    決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、26年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（27年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

･ 管理職加算  15～25％ ･ 管理職加算   15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（27年4月1日現在）

（支給率）    自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

111,065 454,339

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 172

2,773 25,254 6,709

県内市町 4.0 68 4.0

支給対象地域

定年前早期退職特例措置

23,899

定年前早期退職特例措置

49.59

支給実績（26年度決算） 11,698

49.59

（注）

１人当たり平均支給額

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

応募認定・定年（支給率） 自己都合     応募認定・定

29.145 34.5825

20.445 25.55625 25.55625

29.145

（1.45） （0.70） （1.45） （0.70）

1,551 1,570

2.60 1.50 2.60 1.50

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（26年度） 1人当たり平均支給額（26年度）

団 体 平 均 45.4 361,236 552,664

－

6,681

41.3 364,988 565,707

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

三 重 県

26年度
68

千円     千円

276,736 66,538

計 Ｂ 給与費 B/A給  料 職員手当 期末・勤勉手当

548,506

区 分 職員数 給 与 費

4.1 10.3

一人当たり

13,109,547

％

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

25年度の総費用に占

総費用に占める

千円

（参考）

％

職員給与費

6,648千円

－

千円 千円 千円

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

純損益又は実

職員給与費比率

529,358

26年度 千円 千円

質収支

Ａ  

事 業 者

総費用区分

41.325

Ｂ

34.5825

41.32549.59

49.59 49.59

20.445

49.59
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エ 特殊勤務手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ その他の手当（27年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

左記職員に対する支給単価

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

支給実績（25年度決算） 25,629

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 434

支給実績（26年度決算） 23,196

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 399

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 3

現場作業手当

特殊現場作業手当
企業庁職員の特殊勤務手当

用地等交渉業務手当

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度） 11.7

手当の種類（手当数） 3

支給実績（26年度決算） 226

住居手当
月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円

198,481

支給職員１人当たり平均
支給年額（26年度決算）

手 当 名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職の制度と異な
る内容

8,278

1,888

10,718

同じ

同じ管理職手当

通勤手当

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

10,400 236,364

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

827,800

同じ

131休日勤務手当 同じ

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

10,917

52,444

扶養親族のある職員に支給

・配偶者 月額 13,000円
・配偶者以外の扶養親族
 月額6,500円
 そのうち1人について、配偶者
がいない場合は月額 11,000円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

同じ扶養手当

支給実績
（26年度決算）

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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(3) 電気事業

  ① 職員給与費の状況

    決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、26年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（27年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

･ 管理職加算 15～25％ ･ 管理職加算 15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（27年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

104,442 441,122

県内市町 4.0

定年前早期退職特例措置

23,899

23

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

49.59 49.59

支給実績（26年度決算） 10,970

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

定年前早期退職特例措置

2,773 25,254 6,709

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

（支給率） 自己都合           勧奨・定 勧奨・定年

49.59

１人当たり平均支給額

（1.45） （0.70） （1.45） （0.70）

   自己都合

1,562 1,570

2.60 1.50 2.60 1.50

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（26年度） 1人当たり平均支給額（26年度）

団 体 平 均 44.8 372,929 583,245

事 業 者 －

三 重 県 44.0 393,933 604,722

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

千円 千円26年度
65

千円     千円

262,784 73,896 6,786

給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

3,994,341 213,358 530,721

％ ％

Ａ  

26年度 千円 千円 千円

Ｂ

純損益又は実 職員給与費 総費用に占める （参考）

職員給与費比率 25年度の総費用に占質収支

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

6,907千円

（注）

4.0

支給対象地域

区分

168

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

14.0

千円

49.59

－

総費用

49.59

25.55625 20.445 25.55625

給与費 B/A

13.2

41.325 49.59 41.325

34.582529.145 34.5825

20.445

29.145
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エ 特殊勤務手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ その他の手当（27年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算） 554

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算）

手当の名称

支給実績（25年度決算）

支給実績（26年度決算） 22,145

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 381

手当の種類（手当数）

企業庁職員の特殊勤務手当特殊現場作業手当

30,544

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

現場作業手当 各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

用地等交渉業務手当

34

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度） 55.3

手 当 名 内容及び支給単価

3

支給実績（26年度決算） 2,214

支給実績
（26年度決算）

支給職員１人当たり平均
支給年額（26年度決算）

一般行政
職の制度
との異同

一般行政職の制度と異な
る内容

同じ

管理職手当

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

同じ

管理職員特別勤務手当 同じ

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円

同じ

通勤手当

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて3,000円～12,000円

扶養親族のある職員に支給

・配偶者 月額 13,000円
・配偶者以外の扶養親族
 月額6,500円
 そのうち1人について、配偶者
がいない場合は月額 11,000円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

19,667

9,510 237,750

4,795 114,167

834,8335,009

同じ

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

59

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

住居手当

扶養手当

14,191 253,411
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千円 円

千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

(4) 病院事業

  ① 職員給与費の状況

    決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、26年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（27年4月1日現在）

医師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

看護師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

事務職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

26年度

（参考）

一人当たり

給与費 B/A

区 分 職員数

Ｂ Ｂ／Ａ

職員給与費

給  料 計 Ｂ 

Ａ  

職員手当

千円

職員給与費比率 25年度の総費用に占

める職員給与費比率

26年度 千円

総費用に占める総費用 純損益又は実

29.2 33.7

281

団 体 平 均 43.8 357,242 563,244

事 業 者 － －

基本給

594,484

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

事 業 者 － －

－

1,242,140

団 体 平 均 38.3 303,391 479,750

平均月収額

三 重 県 42.9

平 均 年 齢

平 均 年 齢

44.7 565,347

三 重 県 41.8 509,431

三 重 県 44.2 374,612

1,398,756

平均月収額

347,734 528,445

区 分

2,008,530

％％

7,148

期末・勤勉手当

千円

千円 千円

給 与 費

千円

1,113,326 462,820

千円     

6,870,102 -1,325,280

130,818

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

7,298千円

212,000

同じ

同じ

午後10時から翌日の午前5時まで
の間において正規の勤務時間と
して勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×25/100
×勤務時間数

事 業 者 －

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

2,878

区分

夜間勤務手当

区 分

基本給

団 体 平 均

休日勤務手当

質収支

2,008,530

千円

432,384

2,120
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 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

･ 管理職加算 15～25％ ･ 管理職加算 15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（27年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（27年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

１人当たり平均支給額

変則勤務手当 病院事業職員の特殊勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 297

病院群輪番制等
救急業務手当

支給実績（26年度決算） 66,965

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 252

支給実績（25年度決算）

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

77,900

夜間看護等手当

94.3

手当の種類（手当数） 4

左記職員に対する支給単価手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

医療業務等接触手当

支給実績（26年度決算） 87,546

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 330

上記以外の職員 4.0 261 4.0

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度）

医師 15 19 15

医師（管理者が認める者） 30 1 －

6,709

定年前早期退職特例措置

23,899

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 210

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（26年度決算）

29.145 34.5825

49.59 49.59

定年前早期退職特例措置

939 25,124

41.325 49.59

月分

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

（支給率） 自己都合      応募認定・定 自己都合 応募認定・定年

（1.45） （0.70） （1.45） （0.70）

1,498 1,570

2.60 1.50 2.60 1.50

1人当たり平均支給額（26年度） 1人当たり平均支給額（26年度）

59,095

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

（注）

20.445 25.55625 月分

49.59 49.59

29.145 34.5825

20.445 25.55625

41.325 49.59月分

月分

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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カ その他の手当（27年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

一般行政
職の制度
との異同

一般行政職の制度と異な
る内容

手 当 名 内容及び支給単価
支給職員１人当たり平均
支給年額（26年度決算）

30,334 224,696

支給実績
（26年度決算）

113,701

4,063,182

33,307 139,945

扶養手当

扶養親族のある職員に支給

・配偶者 月額 13,000円
・配偶者以外の扶養親族
 月額6,500円
 そのうち1人について、配偶者
がいない場合は月額 11,000円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

住居手当
月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円

同じ

同じ

通勤手当

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

同じ

941,733

初任給調整手当

医師又は歯科医師の資格を有
し、採用による欠員補充が困難
な職に採用された職員に一定期
間支給
・最高 月額412,200円

同じ

624

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

89,390

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員に
支給
・一般の宿日直

勤務1回につき4,200円
（5時間未満 2,100円）

・医師又は歯科医師の宿日直
勤務１回につき20,000円
（5時間未満 10,000円）

・常直 月額 21,000円
（勤務日数半月以下 10,500

円）

同じ 24,278

14,126

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて3,000円～12,000円

同じ

319,447

同じ

312,000

14,440

同じ単身赴任手当

公署を異にする異動等に伴い転
居し、やむを得ず配偶者等と別
居して単身で生活することに
なった職員に支給
・月額26,000円＋加算額（配偶
者等の住居との距離に応じて
6,000円～48,000円）

管理職手当

26 5,200
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千円 円

千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

22,567 169,677夜間勤務手当

休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

同じ 20,121 116,983

午後10時から翌日の午前5時まで
の間において正規の勤務時間と
して勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×25/100
×勤務時間数

同じ


